
同志社大学には、研究技術開発によって
生まれた様々な知的財産があります。
これらの中で特許登録された発明を紹
介します。ご興味を持たれた皆様からの
ご連絡をお待ちしています。

照明の分光分布特性および色材の分光反射特性の
制御に基づく色彩変化による、照明光の効率的利用方法、
並びに当該方法を利用した照明システム

発明の名称
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特許第6025101号
特願2013-002493
学校法人同志社
照明光の効率的利用方法、並びに当該方法を利用した照明システム

特許番号
出願番号
権利者

適用分野・用途

2016年10月21日
2013年1月10日
坂東 敏博

登録日
出願日
発明者

細胞死抑制剤
発明の名称

特許第6143435号
特願2012-242950
学校法人同志社
神経変性疾患の予防及び／又は治療

2017年5月19日
2012年11月2日
浦野 泰臣

登録日
出願日
発明者

公開特許一覧ホームページアドレス　http://ipc.doshisha.ac.jp/patent_list/patent_list.html

特許についてのお問い合わせ先
同志社大学知的財産センター　TEL：0774-65-6900  FAX：0774-65-6773  E-mail：jt-chiza@mail.doshisha.ac.jp
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「知」の軌跡
Patent Information

特許番号
出願番号
権利者

適用分野・用途

照明の分光分布特性Aおよび色材の分光反射特性Bの夫々を、横軸を波長、縦軸
をスペクトル強度または分光反射率としてみた時に、互いに相似した櫛歯形状とな
る様に予め準備し、照明の分光分布特性Aと色材の分光反射特性Bとの位相差
を制御することにより、照明の分光分布特性Aと色材の分光反射特性Bとの積に、人間の目の色覚を担うセンサの分光感度を掛けることに
よって求まる人間の目のRGB各センサへの刺激値を制御し、この様にして夫々が制御されたRGB三刺激値の混合比率を変化させることで
人間の目に映る色彩を変化させる照明光の効率的利用方法。

【課題】
酸化ステロール誘導性細胞死のメカニズムを解明し、酸化ステロール誘導性細胞死
を抑制する手段を提供すること。
【解決手段】
ACAT阻害剤を含む、酸化ステロール誘導性細胞死の抑制剤。

同志社大学
リエゾンオフィス ニューズレター
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盛満 正嗣

文部科学省 科学技術・学術政策局 産業連携・地域支援課長
同志社大学 研究推進部長 / 経済学部 経済学科 教授
同志社大学 リエゾンオフィス所長 / 理工学部 電子工学科 教授
同志社大学 知的財産センター所長 / 理工学部 環境システム学科 教授
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渡邊 裕也

理工学部 情報システムデザイン学科 教授
理工学部 化学システム創成工学科 教授
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マネジメントシステムの強化で
知・人材・資金の好循環

産官学連携によるイノベーション創出特集 文部科学省  同志社大学

を目指す



岩井：本日は「産官学連携によるイノベー
ション創出」というテーマのもと、産官学連
携に対する本学の取り組みや文部科学省の
政策について意見交換をさせていただきた
いと思います。

竹廣：本学は2025年に創立150周年を迎えま
す。長い歴史の中で科学的な知見を蓄積しなが
ら社会との関係を築いてきました。しかし、イノ
ベーションを取り巻く環境は日々変化してお
り、大学としても産官学連携の在り方を見直す
必要性を感じています。
坂本：同感です。激しく変化する時代の中、我々
もアカデミアと産業界の動向を逐一把握するよ
うに心掛けています。産官学連携に関する政策
文書を作成したり事業を展開したりするうえで

は、大学や企業と産官学連携への認識をすり
合わせておくことが重要です。本日は同志社大
学の取り組みについて色 と々ご教示ください。
岩井：近年は、産官学連携を通して赤ちゃん学
などの新領域に関する研究を進めています。研
究成果を社会に還元するだけでなく、その
「知」によって持続的な研究発展につなげてい
きたいですね。そのためにも、今後は研究支援
体制の整備や人材育成にも注力しなければい
けません。

大学と行政が一体となって進める、研究のインフラ整備。

同志社大学 知的財産センター所長/
理工学部 環境システム学科 教授盛満 正嗣 同志社大学 研究推進部長/

経済学部 経済学科 教授竹廣 良司
文部科学省
科学技術・学術政策局
産業連携・地域支援課長

坂本 修一

目指す

日本では20年以上にわたって産官学連携を深化させるための方策について議論が交わされ、大学等技術移転促進法の制定や、国などの委託
研究費を原資とした研究のもとで生まれた知的財産権の柔軟な運用を可能にする制度（日本版バイ・ドール法）の導入など、さまざまな環境整備
が進められてきました。産業構造が変化しグローバル化が加速する今日、産官学が一丸となって研究成果を社会実装までつなげることがより一
層求められています。そのため、文部科学省は経済産業省とともに2016年11月に「産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン」を策
定し、「本格的な共同研究」を進めるための指針を示しました。今回、このガイドライン策定に尽力された文部科学省の坂本修一氏と同志社大学
の研究開発推進機構で産官学連携を進める教員3名との対談を実施し、今後の産官学連携の在り方について議論しました。

研究成果の社会実装を
実現するために不可欠な
「マネジメント力」の強化。

マネジメントシステムの強化で
同志社大学

文部科学省

産官学連携による
イノベーション創出 知・人材・資金

同志社大学 リエゾンオフィス所長/
理工学部 電子工学科 教授岩井 誠人

好循環
巻頭特集

をの
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坂本：研究を支援する基盤整備の重要性が再
認識されてきていますが、多くの大学は研究成
果を最大化するための適切なマネジメントシス
テムを模索している状態です。そこで、我々は参
考となるマネジメントモデルの提示や展開して
いる共同研究事業の紹介を通して、大学の産官
学連携を支援したいと考えています。
岩井：文部科学省は大学と同じ目線に立ってマ
ネジメントを後押ししてくださっているのですね。
マネジメント力の強化は大学経営の肝となるの
で、そのようなサポートは非常に心強いです。

盛満：一昨年にカリフォルニア工科大学での研
究交流の際、3年次生になると企業との共同研
究を通して卒業研究を行っていることを知りま
した。また、研究室名の表示の下には「バンク・
オブ・アメリカ（ノースカロライナ州に本社を置
く銀行）」と書かれており、メーカーだけでなく
金融業界からも研究・教育支援を受けているの
だと知りました。大学と社会が密接に連携しな
がら研究活動を推進していく光景に驚いたこと

を鮮明に覚えています。
坂本：海外の人材育成に対する積極的な姿勢
は見習う必要がありますね。産官学連携は技術
開発や製品開発だけでなく、教育的役割を持つ
ことも忘れてはいけません。
竹廣：大学にとって研究活動は根幹を支える重
要な軸となりますが、高等教育機関として人材
育成にもしっかりと取り組んでいく必要があり
ます。産官学連携を通して教育や社会への成果
還元を実現するためには、どのような視点が必
要でしょうか。
坂本：社会の変化に合わせて研究や教育に対
する価値観を変えていくことが大切です。今日
において、グローバル化や技術革新に対応しよ
うと、世界ではオープンイノベーションの機運が
高まっています。大学が学生の社会的な感性を
早期から醸成・専門化する教育システムを確立
して、文理の枠を超えた幅広い発想を持つ人材
を輩出できれば、新たなイノベーションを生み
出すことができるかもしれません。
竹廣：学生が大学の活動を通して社会と接点
を持つことは非常に重要です。たとえば本学で
は学生団体とリエゾンオフィスが主体となって
学生ビジネスプランコンテストを開催し、企業
や研究者が審査員として学生のアイデアを評
価しています。学生にとっては、自ら構想したア
イデアが社会でどのような価値を持つのかを知

ることができる貴重な機会になるでしょう。
坂本：学生は事業を構想する経験を通して、社
会への関心やビジネスへの理解を深めること
ができるので、大学には企業と連携しながらそ
のような機会を積極的に設けてほしいですね。
近年、次世代の産業創出を担う人材育成を目
指すアントレプレナー（起業家）教育が注目され
ており、学生時代から製品開発やビジネス創出
に関する社会的センスを磨いてもらいたいと考
えている企業は多いです。先端的な科学技術を
用いてビジネスを起こそうとする学生や若手研
究者に対し、起業後に投資するだけでなく、試
作品やビジネスモデルを作る準備段階までご
支援いただきたいですね。
竹廣：関西でも教育支援活動に取り組む企業の
姿は見受けられます。京田辺キャンパスにはロー
ム株式会社からの寄付によって設立された情報
教育施設、「同志社ローム記念館」があり、本学
の学生はもちろん、同志社女子大学の学生や同
志社国際中学校・高等学校の生徒も利用してい
ます。また、けいはんなリサーチコンプレックス事
業ではプロデューサ人材の育成を目標の一つに
掲げており、事業に参画するさまざまな企業や
研究機関が人材育成に高い関心を持っているこ
とがわかります。教育的な役割を担う産官学連
携が活発化すれば、社会が求める新たな人材を
これまで以上に輩出できるかもしれません。

坂本：企業の他にも、自治体と連携して地域の
課題に取り組む大学も増えてきました。たとえ
ば、高齢化や過疎化の影響で、活用されなく
なった土地を有効活用して農地の集積、収益性
向上を図るような農業・農村の整備事業を支
援する大学もあります。この大学は市町村と幅
広く提携し、課題解決に向けて多くの学生を
フィールドワークに送り込んでいます。新しい学
説を生み出したり、地域社会に貢献したりする
経験はさらなる学習・研究意欲につながるはず
です。
岩井：近隣地域とのつながりでいえば、東大阪
市には本学の卒業生が経営する中小企業が点
在しています。卒業生ネットワークも活用しな
がら、フィールドワークを行える環境を見つけ
ていきたいですね。
竹廣：経済学部には、技術やノウハウが継承さ
れてきたモノづくり産業の現場に学生を連れて
いく研究者もいます。現場を訪問すれば、机上の
学びでは味わえない新鮮な発見に出会えます。
盛満：産官学連携において学生を参加させるに
は営業秘密や企業秘密の保持に関する問題が
あり、大学と企業は慎重になりがちですね。学
生の参加を活性化させるために文部科学省が
取り組んでいることはありますか。
坂本：共同研究の拡大と深化を目的として
2016年に「産学官連携による共同研究強化の
ためのガイドライン　　　」を策定しました。そ
のガイドラインには利益相反マネジメントや技
術流出防止マネジメントとして、産官学連携に

伴うリスクに対処する予防法や留意点も記載
しています。また、「産学共創プラットフォーム共
同研究推進プログラム　　　」では企業と大
学による共創コンソーシアムの形成を支援して
おり、4大学から40名弱の学生が大学に雇用さ
れながら研究活動に従事しています。当然、守
秘義務が課されていますが、技術シーズの発掘
や課題解決に向けて主体性をもって研究活動
に励んでいるようです。
盛満：私も修士課程や博士課程の時に同様の
経験をしましたが、その後の人生で非常に役
立ったと感じます。一人でも多くの学生が最前
線の研究を体感できるように、大学は学生を
バックアップする体制を強化していく必要があ
りますね。

岩井：以前、アメリカにおける産官学連携は基
礎研究が多いのに対して、日本では応用研究が
中心だと聞いたことがあります。
坂本：興味深いですね。1990年代後半にス
トークスという政治学者が「パスツールの象
限　　　」という研究の分類枠組みを提唱し
ました。パスツールは近代細菌学の開祖と呼
ばれており、分子の光学異性体を発見して基

礎研究の発展に貢献するだけでなく、牛乳や
ワインなどの殺菌法とワクチンの予防法を開
発した実績を持っています。これに因んで、用
途（応用）の考慮と根本原理（基礎）の追求と
いう2つの観点で研究動機を分類した際に、
課題解決を目的としつつ基礎原理を探求す
るカテゴリーはパスツールの象限と呼ばれて
います。日米の研究者を対象に、それぞれの
研究がどの象限に該当するかを調査したとこ
ろ、パスツール型の研究だと回答した日本人
研究者の割合はアメリカ人研究者よりも低い
ことがわかっています。しかし、産官学連携の
本質は、新たなビジネスを生み出し産業構造
を変える革新的技術を開発することです。単
なる応用研究と考えるのではなく、サイエンス
まで遡って研究するパスツールの象限を目指
すことで、より多くのイノベーションを生み出
せるでしょう。
盛満：基礎研究から応用研究までを見通す力
が重要ということですね。そのためには異分野
の融合も必要ですね。アメリカやヨーロッパで
は基礎研究の段階から大胆に見直して課題解
決に取り組むケースも多いです。研究シーズの
芽があれば集中的にリソースを割き、見込みが
ないようであれば早めに撤退するという切り
替えの早さも見習うべきですね。
坂本：確かに海外の検証サイクルの早さには目
を見張るものがあります。開発のボトルネックに
なっている技術課題を解決するヒントはその試
行錯誤にあるのでしょう。
竹廣：課題に対して新たな発想を持ち込む異
分野融合研究の重要性は大学も認識していま
す。本学は14学部16研究科を擁する総合大学

人材育成は未来への投資。
学生の感性を磨き、
実践力を養成する産官学連携を。

基礎と応用を融合した
「パスツールの象限」で生まれる
サイエンス・イノベーション。

「産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン」のポイント図1

産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム（OPERA）図2

パスツールの象限図3
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図2

図3
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「産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム（OPERA）」事業リーフレット（科学技術振興機構）より

大学の産学連携機能は旧態依然として
おり、個人同士の繋がりによる小規模
な共同研究が中心。

産学連携本部において部局横断的な共同研究を企画・マネ
ジメントできる体制を構築し、具体的な目標・計画を策
定。同時に、具体的な取組例を提示。

非競争領域の知的財産権を中核機関に蓄積する、共同研
究の成果の取扱いを総合的な視点で検討するなど、高度な
知的財産マネジメントを実施。

産学官連携リスクマネジメントを一層高度化させ、産学官
連携が萎縮することを防ぐとともに、産学官連携活動を加速化
しやすい環境を醸成。

大学側で共同研究の適切な費用算定
がされないため、大型の共同研究を
進めれば進めるほど、費用の不
足が高じてしまい、大学経営に
悪影響を及ぼす可能性。

大学の知的財産マネジメントにおいて、
企業の事業戦略の複雑化・多様
化に対応できていない。

「組織」対「組織」の共同研究により生じ
る多様なリスクに対するマネジ
メントが不十分。

産学官連携の促進を目的とした大学・研発と企業間によるク
ロスアポイントメント制度の促進と大学・研発の人事評
価制度改革を促進。

イノベーション創出に向けた大学、企
業等の組織の壁を越えた、人材
の流動化がまだ限定的。

費用の積算根拠を示し、共同研究の進捗・成果の報告等のマネジ
メント力を高めることを前提に、人件費（相当額、学生人件費
を含む）、必要な間接経費、将来の産学官連携活動の発展に向
けた戦略的産学連携経費を積算することにより、適正な共
同研究の対価を設定。

資金の好循環

知の好循環

人材の好循環

産学連携本部
機能の強化

これまで ガイドラインのポイント

出典：科学技術政策研究所、一橋大学イノベー
ション研究センター、ジョージア工科大学「科
学における知識生産プロセス：日米の科学者
に対する大規模調査からの主要な発見事実」
調査資料-203（2011年12月）  
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として、文理の枠を超えた幅広い知見を結集し
ながら社会課題に取り組んでいます。創立150
周年である2025年に向けて策定した「同志社
大学 VISION 2025　　　」では、今後達成す
べき目標として「創造と共同による研究力の向
上」を掲げており、文理融合研究の推進や世界
規模での産官学連携を進めていく予定です。
坂本：同志社大学の異分野融合研究では赤ちゃん
学研究センターや先端医工学研究センターの
取り組みが日本中から注目されていますね。サイ
エンスとして興味深いだけでなく、企業と連携し
ながら研究発展を実現している良いモデルケー
スです。異分野融合研究を行う際には研究者同
士のコミュニケーションが鍵を握ります。互いの
リソースや情報を交換していけば、研究者同士
が価値を見出せる課題設定が行われるはずで
す。このような歩み寄りによって築かれた信頼関
係は新たな学問領域の創造や成し得なかった
技術の確立に結びつくかもしれません。
岩井：そうですね。他にも本学では良心学に関
する学際的な研究を進めており、その成果を国
内外に発信しています。今後もこのような異分

野融合研究で得られた知見を社会に還元して
いきたいです。

盛満：これまで産官学連携の規模としては、研
究者間の比較的小規模な共同研究が多かった
ですが、文部科学省では組織同士による大規
模な共同研究を推進していますね。組織規模で
連携する場合、どのようなマッチングが想定さ
れるのでしょうか。
坂本：大学によって優位性を持つ分野や、研究
を支えるマネジメントシステムが異なります。そ
のような大学の事情に応じたマッチングが基本
になるでしょう。また、連携を進める前に研究発
展や人材育成に対する認識を共有しなければ
いけません。
岩井：なるほど。大規模な連携になりますと共

同研究を進める方法や役割分担も重要になっ
てきますね。
坂本：その通りです。特に複数の学問領域を横
断した大型の共同研究には、オーガナイザーと
して研究を先導・統率する研究者が必要になり
ます。アメリカでは大型の産官学連携を行う場
合、このオーガナイザーが課題設定や研究成果
の統合、リソースの管理といった研究システム
の設計を担います。
竹廣：大学としても、研究の中核となる人材を
担保していくことが求められますね。加えて、リ
ソースの獲得などの細かい調整やマネジメント
を行うサポートスタッフを育成する必要がある
でしょう。大規模な産官学連携を促進するため
に、文部科学省が取り組んでいる政策や事業が
あれば教えてください。
坂本：「革新的イノベーション創出プログラム
（COI STREAM）　　　」のような大規模プロ
ジェクトでは、優れた技術を有する大学と企業
を結び付け、新たな価値を生み出す産官学連携
を基礎研究の段階から実現することに挑戦して
います。全国に18の研究拠点があり、大学と企

業が一つ屋根の下で基礎研究から製品化・事
業化まで協力しながら研究を進めています。
竹廣：マッチングという意味ではデータベース
のような仕組みも充実してくるといいですね。ス
マートな情報経路ができれば、マッチングに要
する時間や労力も減り、効率的に連携できるよ
うになります。
坂本：情報の流れを作るにはアメリカのような
流動的な人材移動も有効です。しかし、日本に
は雇用制度の問題がありますので、大学と企業
という二足の草鞋を履くクロスアポイントメン
ト制度の普及を推し進めています。これまでア
カデミア発の研究シーズを世に送り出すために
は大学を出て、ベンチャー企業を立ち上げる必
要がありました。しかし、ベンチャー企業を立ち
上げることなく、開発した研究シーズが社会実
装される過程に関わりたいと考える若手研究

者も増えています。このことからもわかるよう
に、企業経営的なプロジェクトを学内で立ち上
げ、ある程度成長した段階でベンチャー企業と
して独立させて、企業と業務提携を締結する仕
組みも求められています。
竹廣：組織規模での共同研究が活発化してい
く中で、本学はどのような点を考慮すればよい
のでしょうか。
坂本：「同志社大学 VISION 2025」で「『志』ある
人材の受入れ」を掲げているようですが、同志社大
学には地球規模の課題を解決する志を持った研
究者を大規模な共同研究に送り込んでいただきた
いです。研究者や組織が互いの志や情熱に共鳴し
ながら研究を進めていけば、産業構造を変革する
研究シーズを生み出すことができるはずです。
盛満：組織規模での共同研究で、研究シーズを
事業化まで発展させるために、知的財産に関す

る協議をしっかりと進めたいですね。企業との共
同研究によって知的財産を共有する場合でも、
大学が持分比率に応じた対価を得られるように
する必要があります。契約の一時金や知的財産
によるロイヤリティは大学にとって重要な収入源
となります。研究をより活性化させる好循環の構
築に向けてそういったマネジメントは必要です。
坂本：私立大学は研究発展や資金確保に対して
非常に積極的な姿勢をお持ちだと認識していま
す。私立大学が外部リソースを獲得して研究基盤
を維持するアプローチを模索することでアカデミ
ア全体のマネジメントシステムの高度化が進み、
産官学連携も活発化すると期待しています。
岩井：ありがとうございます。研究発展による成
果を社会に還元することが大学の使命の一つ
だと考えています。今後も積極的に産官学連携
を進めていきます。

「組織」対「組織」の本格的な
共同研究を実施するために
求められる改革は何か。

同志社大学 VISION 2025図4

革新的イノベーション創出プログラム（COI STREAM）図5

図4

図5

巻頭特集 マネジメントシステムの強化で知・人材・資金の好循環を目指す

同志社創立150周年を迎える2025年に向け、創立者新島襄の遺志を受け継ぎながら 
同志社大学はどのような道を進むべきか？皆さまと共有したいビジョンをまとめました。

学びのかたちの新展開

一人ひとりの可能性を伸ばす
教育姿勢を現代に生かします。

課題解決型教育やインターンシップ科目な
ど学生の主体的な学びをさらに促進。また、
リーダー養成プログラム、大学院改革など、
意欲ある学生が能力を伸長できる教育も
積極的に提供。先行き不透明な時代を自ら
切り拓く力を高めます。1

キャンパスライフの質的向上

多様性を重んじ、推し進めた
新島襄の理想を押し広げます。

スポーツ・文化・社会活動などの正課外教
育の推進、地域コミュニティとの連携強化、
そして学生や留学生を支える奨学金制度
の充実。また、学生寮設置など、ソフト・ハー
ド両面でこれまで以上に多様性豊かな
キャンパスをめざします。2

創造と共同による研究力の向上

知と知をつなげ、
新たな知を創出します。

さまざまな学問領域で800名超の研究者
が学術研究を進めている総合大学の特色
を生かし、文理融合や領域横断による融合
研究を創出。世界規模での産官学連携、技
術移転活動の推進によって本学の研究力
を高めていきます。 3

「志」ある人物の受入れ

さまざまな志を受け入れ、
世界中のあらゆる人につなげます。

世界中から優秀で多様な背景を持つ学生
を受け入れるため、入試制度改革に取り組
みます。国際的教育プログラムや語学検定
を活用する入試、海外修学経験者入試等の
ほか、生徒のこれまでの努力や実績、意欲
を評価する入試を導入します。4

「国際主義」の更なる深化

異文化に飛び込み、新たな知識を吸収した新島襄。
その成長に続くべく、学習環境を磨きます。

2017年度ドイツに開設するテュービン
ゲンEUキャンパスの教育体制を整備する
など、留学機会をさらに充実。留学経験を
持つ学生の比率を全学生の30％に、外国
人留学生の受入れを全学生の13％に増や
し、国際性をさらに強化します。5

ブランド戦略の展開

ほかの学校に遅れをとらないこと、それどころか
さらに先を行くこと…新島襄の精神を貫きます。

SNS等を活用した情報発信や、効果的な
広報活動を実施。また、卒業生が同志社人
であることを幸せに感じる大学であり続け
るため、在学生との交流、卒業生同士の交
流など生涯にわたって絆を深めるための活
動を展開していきます。6

「センター・オブ・イノベーションプログラム」パンフレット（文部科学省・科学技術振興機構）より
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「イノベーション・ジャパン2017」に出展
EXHIBIT ION

日時：2017年8月31日（木）・9月1日（金）　場所：東京ビッグサイト（東京都江東区）

S セミナー・シンポジウム開催 E 出展 U 大学・学生関連N E W S  &  T O P I C S

E

　8月31日（木）・9月1日（金）、東京ビッグサイトで開催された「イノベーション・ジャパン2017～大学見本
市＆ビジネスマッチング～」に出展しました。イノベーション・ジャパンは、ショートプレゼン及びブース展示による
研究成果の発信や、企業との情報交換、技術移転の促進を目的としたマッチングイベントで、2日間における来場
者数は25,000人以上にも及びます。今年度は従来の「個別シーズ展示」に加え、大型共同研究を扱う「大学組
織展示」が設けられ、両展示で本学の研究者が成果を発表しました。企業や研究機関からの数多くの来場者に
は、本学の研究成果について高い関心を持っていただき、今後の連携に向けて活発な議論が交わされました。

「タンパク質分解制御による新規ガン生存機構の解明と創薬応用」 「フィルム・食品の検査向け2次元複屈折プロファイラの実用化の検討」

被測定物の回転操作が不要になり、結果として高速か
つ高解像イメージングが可能となります。会場ではフィ
ルム検査装置のミニチュア版や食品の観察例などを展
示し、来場した関連分野の企業の方々から多くの関心
が寄せられました。

　透明機能性フィルムやファイバーなどの検査に適した
新しい原理に基づく「複屈折プロファイラ」を展示しま
した。この２次元複屈折プロファイラは、特殊な偏光回
折素子を用いて、複屈折位相差の２次元分布を直接光
強度分布に変換するため、従来方式では必須であった

NRF3の機能抑制を狙った新たな抗ガン薬として、抗HIV
治療薬のドラッグリポジショニングを提案しました。
NRF3を創薬標的としたのは世界で初めてであり、ガン特
異的で副作用の低減が期待されることから、ガン創薬に
挑戦する企業などに興味を持っていただきました。

　タンパク質分解装置であるプロテアソームの阻害剤は、
抗ガン剤として臨床使用されていますが、副作用の必発が
問題となっています。本発表では、転写因子NRF3がガン
特異的なプロテアソーム活性を制御する「ガンドライバー」
としてガン細胞の増殖を亢進させていることを示し、

「バイオミネラリゼーションを模倣した高靱性機械材料の開発」

型して、軽量で、高剛性の材料を合成することに成功しま
した。その研究成果をショートプレゼン及びポスター展示
で発表しました。携帯用のいろいろな製品や低燃費自動
車部品などへの応用が期待できることから、多くの企業の
方からご注目いただきました。

　水谷教授は、骨や歯の生合成機構（バイオミネラリゼー
ション）をヒントに、ヒドロキシアパタイトをリン酸基やヒド
ロキシ基をはじめとする複数の官能基を有する高分子（ゲ
ル）中で結晶化させ、無機重量分率が７０％以上の有機―
無機複合粉体を合成し、これを温間静水圧プレス法で成

「新規ながん診断法：病理切片を引っ張って調べる！」
剣持 貴弘 （生命医科学部 医工学科 教授）

な指標として、定量的に病理診断する方法を紹介し、従来
の診断方法では識別が困難であった肝炎と肝がんが定量
的に判別可能であることを示しました。医学・ライフサイ
エンス系企業のみならず、装置や解析法の開発に関連した
技術を有する企業からも高い関心が示されました。

　悪性腫瘍などの病理診断は、専門医による組織切片の
光学顕微鏡観察が標準的な手法となっていますが、定量
的な診断基準が明確でないという問題があります。本発表
では、マウスの肝臓組織を用いて、切片に張力を印加した
際に形成されるひび割れパターンの画像解析情報を新た

分野 医療

分野 医療

「アカデミア発創薬で眼科医療の概念を変える」
小泉 範子 （研究開発推進機構 先端医工学研究センター センター長 / 生命医科学部 医工学科 教授）

した実績と、世界で初めての点眼薬による角膜内皮疾患
治療の開発への取り組みを、パネル6枚と説明ビデオを用
いて紹介しました。また、角膜内皮細胞の数を測定する角
膜内皮スペキュラー観察装置を設置し、実演しました。製
薬企業や投資企業などの多数の来場者とは、アカデミア
発創薬による世界初の角膜内皮治療薬の製品化を目指し
た協業に関して前向きな議論をすることができました。

　大学組織として大型の産学マッチングを提案する「大学
組織展示」に、難治な角膜疾患に対する再生医療の製品
化及び治療薬の創製を目指す先端医工学研究センター
が出展しました。再生能力に乏しい角膜内皮細胞が障害
されると重症の視力障害を生じますが、現在の治療法は
角膜移植のみです。従来は不可能とされてきたヒト角膜内
皮細胞培養の技術を確立し、細胞移植の臨床研究を実現

大学組織展示 分野 創薬

分野 マテリアル・リサイクル

分野 装置・デバイス

和久 剛 （生命医科学部 医生命システム学科 助教）

水谷 義 （理工学部 機能分子・生命化学科 教授）

「遮光下でMRSAも殺菌する酸化亜鉛セラミックス」

は、光触媒酸化チタンが有名ですが、これは光を必要とす
るため、暗所での効果は望めません。対して今回開発され
た新材料は、遮光下でも高い抗菌性能を示すことから、多
種多様な業種の企業から注目を集めました。その後も、多
くの問合せが寄せられています。

　酸化亜鉛は、古くから使われている材料で、弱いながら
抗菌性を持つことも知られています。本学の廣田教授は、
持続性があり強力な抗菌性能を持つ新たな酸化亜鉛粉
体の開発に成功し、その研究成果をショートプレゼン及び
ポスター展示で発表しました。抗菌性能を示す材料として

分野 ライフサイエンス

廣田 健 （理工学部 機能分子・生命化学科 教授）

江本 顕雄 （理工学部 電気工学科 准教授）

「高齢者ドライバを支援するソフトウェアエージェント」

底を通じて振動を足裏に加える機構を提案しました。
　この技術により筋力の弱い運転者の安全性確保につな
がると期待されています。当日は、実際に擬似ドライブ体験
できるような展示で、自動車関連企業の設計者からも多く
の関心が寄せられました。

　自動車の運転において制御快適性の実現にはペダルを
踏む適度な強度の力と触覚や腱の張りなどの感覚が必要
となります。しかし高齢になるほどその感覚が鈍るため、強
い操作力を要する設計は筋力が低下している高齢者には
適しません。そこで、確率共鳴効果を利用して運転者の靴

分野 情報通信

Ivan TANEV （理工学部 情報システムデザイン学科 教授）
下原 勝憲 （理工学部 情報システムデザイン学科 教授）
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　1970年代前半に一部の企業で利用が始
まったシミュレーション技術は計算機能力の
向上とともに急速に普及し、産業にとって必
要不可欠な技術となった。たとえば、楽器製
造業では熟練工が試行錯誤しながら一進一
退の開発を進めてきたが、音響シミュレー
ション技術によって「作ってみないと確認でき
ない」音響を事前に予測できるようになり、開
発効率の向上とコストの削減が実現されつ
つある。土屋教授はそんなシミュレーション
技術を用いて、次世代音響技術の開発に挑
戦している。「子どもの頃からコーラスやアマ
チュア無線に関心があったので、大学で超音
波を扱う研究室へ足を運んだのはとても自然
な流れでした」と土屋教授は語る。大学時代
の研究室では超音波を使うことで指向性を
持たせた音響システム、パラメトリック・ス
ピーカーの研究に従事。その後大学院に進
み、一方向からの音声のみを感知するパラメ
トリック・マイクの研究を進めた。「修士課程
の夏に参加した軽井沢研修で故加藤与五郎
氏や山﨑舜平氏（現・株式会社半導体エネ
ルギー研究所代表取締役）に巡り会えたのは
大きな転機でした」。加藤氏は磁性材料の
フェライトを発明した世界的研究者であり東
京工業大学の創始者の一人。山﨑氏は不揮
発性メモリ（フラッシュメモリ）を発明し
2004年には特許取得数世界一としてギネ
スブックにも認定されている。「彼らの歩みに
感銘を受け、強く憧れたのをはっきりと覚えて
います」。研究者の道に進んだ土屋教授は国
立大学で計算機シミュレーションの講座を担
当したことから、「音」と「計算」を融合させた
計算音響学の可能性を探究するようになる。

　現在、土屋教授は音空間レンダリング技術
の開発に取り組んでいる。一般的に、レンダ
リングとはデータ記述言語やデータ構造で記
述された情報から画像・映像などを生成する
ことを指す。たとえば、オブジェクトの形状や位
置、光の当たり具合などをコンピュータに計算
させて3次元CGを作成することは、画像レン
ダリングと呼ばれる。一方、音空間レンダリン
グは室壁をはじめとした音響反射体の形状・
反射率などの音響特性データや音の波動性
を考慮した3次元音場計算を基にしながら、
聴取位置での音圧波形を数値的に算出して
可聴化する。しかし、波動性を厳密に考慮する
にはメモリや計算速度など莫大な計算機資源
が求められる。加えて、音場計算で広く活用さ
れているFinite Difference Time Domain
（FDTD）法を用いた場合、標準的なPCの何
百倍もの計算性能が要求され、汎用的に使
用するためにはCPUの並列化やメモリ転送
の高速化も必要であった。「ある研究者に
Graphics Processing Unit（GPU）を使用
すればより簡単に高速化できると助言された
のが、GPU導入に踏み切ったきっかけです。
当時はGPU計算の黎明期で何もかも手探り
でしたが、プログラミングに精通した学生の
助けも借りながら徐々にものにしていきまし
た。私の研究はこのような出会いによって躍

進することがあります」。GPUは画像処理用
のプロセッサであり、簡略化した幾千もの演
算器に並列処理を加えることで高速演算を
低価格で実現する。土屋教授は複数のGPU
をクラスタ化することで、数千㎥という室容積
における音響をCDと同程度のサンプリング
周波数でレンダリングできることを実証した。
「このGPUクラスタを活用して、座席位置や
歌手の移動によって変わる音響を再現する
『シリコンコンサートホール』を開発していま
す。世界中のどんなコンサートホールでも設
計図さえあればシミュレーションでき、臨場
感あふれる音響を楽しめます」。そう語る土
屋教授の研究室には32基のGPUクラスタ
　　   と24台のスピーカーが配備されてい
る音響室があり、そこでは録音物から抽出した
音源をリアルな音響で体感できる。「既にコン
サートホールの反響を再現することに成功して
いますが、最終的にはリアルタイムでのレンダ
リングを目指します。また、音空間レンダリング技
術をヘッドマウントディスプレイ型VRシステム
へ実装することで視覚と聴覚を統合した自由
視聴点レンダリングに関する研究も進めてい
ます」。　　　 思わずワクワクするようなその
取り組みから次世代音響技術が切り拓く新た
なエンターテインメントの未来を垣間見た。

　2011年3月11日、三陸沖を震源地とす
るマグニチュード9.0の東北地方太平洋沖地

震（東日本大震災）が発生した。各地の津波観
測施設で観測された津波の高さは福島県で
9.3m以上、岩手県でも8.5m以上にも及ぶ。
このような大規模な災害による被害を最小限
に抑えるためには正確で迅速な情報発信が
重要だ。電話の不通や停電などの影響により
被災者が情報を取得しづらい災害時では防
災行政無線が役立つ。総務省の調査ではその
有効性が確認された一方で、音声の聞き取り
づらさが課題であることが明らかになった。こ
れは地形や建造物による音波の乱反射や回
折などに起因した音声明瞭度の低下だと土
屋教授は指摘する。「屋外拡声子局の設置状
況を考慮した音声明瞭度提示システムを確
立・応用すれば、災害時に多くの命を救える
かもしれません。私も研究で貢献したいと思
い、音声明瞭度提示システムの開発に着手し
ました」。土屋教授は音空間レンダリング技術
を用いて実際の地形や建造物を想定した残
響時間やエコーを計算し、音場を三次元的に
シミュレートするシステムを構築。その結果、
防災システム設計者は防災行政無線の音響
を考慮することが可能となった。
　計算音響学や超音波工学を専門とする土
屋教授が取り組む研究分野は幅広く、産官
学連携の実績も豊富だ。現在は宇宙航空研
究開発機構（JAXA）と超音速旅客機の騒音
を予測する共同研究を行い、ヤマハ株式会社
とは次世代の立体音響技術の開発プロジェ
クトも進めている。「私は計算音響学を通じて
面白いことができたら良いと考えています。こ
れからも互いの考えに共鳴し合える企業や
官公庁と連携できたら良いですね」と土屋教
授は胸をおどらせた。

同志社大学工学部電子工学科卒業、同志社大学大学院工学研究科博士課程電気工学専攻修了。岡山大学
工学部や秋田県立大学システム科学技術学部の助教授を経て現職に至る。日本音響学会理事・関西支部支
部長を歴任。計算音響学や超音波工学を専門とし、「GPUによる高速音場計算」や「シリコンコンサートホー
ルの実現を目指した音空間レンダリング技術の開発」を研究課題とする。

GPUクラスタで
次世代音響技術の開発に挑む。
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世界的権威との
出会いが導いた
研究者としての道。

土屋 隆生　理工学部 情報システムデザイン学科 教授
つちや たかお
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防災行政無線の音声明瞭度予測
システム開発をはじめとする
幅広い共同研究を展開。

3次元の広がりを想定した
音空間レンダリング技術で
コンサートホールを再現。

ヘッドマウントディスプレイ型VRシステムを
応用した自由視聴点レンダリング

写真232基のGPUクラスタ写真1

写真1

写真2

レンダリングモデルと3DCG映像例図１
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　生物の生命システム構造は、太古から進
化を遂げてきた歴史的産物であり、最先端の
科学技術をもってしても再現することが難し
い高度な化学システムだと言える。近年、学
界や産業界でも生物から学ぶ技術としてバ
イオミメティクス（生物模倣）が注目されてい
るが、その多くは生体の持つ優れた分子や形
状を模倣するのであって、化学システムとし
て生物特有の動的な状態に着目するものは
少ない。「私は生物の『生きている状態』に強
い関心があります」と塩井教授は語る。生物
の体内ではエネルギー変換や物質変換など
の化学反応が絶え間なく生じているが、一般
的な科学では正反応と逆反応の反応速度が
等しく釣り合っているとする平衡状態へと単
調に近づく過程を扱うことが多い。「非平衡
状態ゆえの、動的かつ時間的秩序を持った
性質や原理の研究は、生物的な機能を有す
る化学システムデザインのスタートポイント
になります」。物質の流入・流出を伴って機
能する微小な化学システムやそれらが複合
的に作用した比較的大型のシステムを分析
する非平衡科学の研究は、生体システムの研
究と共通する部分がある。だからこそ、非平
衡科学を高度に利用した物質分離・輸送シ
ステムや秩序性を持つ構造体形成パターン
の解明は、生物機能を人工的に再現するた
めの研究としても非常に意義深い。「研究が
発展すれば、人体に有害な物質を安全かつ
効果的に除去する物質を開発したり、いずれ
は機械や電気ではなく化学の力で動くロボッ
トを生み出したりすることにもつながるかも
しれません」と塩井教授は非平衡科学が秘
めるポテンシャルを語った。

　塩井教授はもともと洗剤の主成分である
界面活性剤などを含む溶液の物性を研究し
ていた。界面活性剤の濃度が特定値以上に
なると、分子の集合体を生成する。これらの
分子は親水性の部分と親油性の部分を併せ
持つ両親媒性化合物であり、水中において自
律的に集合しミクロな配列やマクロな構造
を形成する（自己組織化）。このような非生命
物質の自己組織化こそが原子の海で始原細
胞を生み出したと考える仮説が存在するが、
塩井教授はこの仮説に対して漠然と違和感
を覚えていたと振り返った。「ガラス容器に水
と油を入れると層を保ったまま自律的に液
体が運動し続ける現象と出会い、　　　違
和感の原因は時間的要素の有無だと気付き
ました。生きていると感じる物質や非平衡科
学に関心を持ち始めたのはこの時期からで
す」。非平衡反応には興味深い現象を示すも
のが多い。たとえば、ベロウソフ・ジャボチン
スキー反応（BZ反応）は水と4種類の化合
物を混合して観測される酸化還元反応の一
種だが、この化学反応溶液を静置しておくと
ストライプ状のパターンが自然に現れること
が知られている。　 　　また、最近では特定
の化学反応を促進する触媒は、自らが触媒
する化学反応のエネルギーを運動エネル
ギーに変換して、反応物質の多いところに移
動したり集団運動したりする性質を持つこと
が塩井教授のグループの研究で明らかに

なった。 　　　「近年、時間秩序のある動的
現象を専門に扱う非平衡科学の存在が認知
されてきました。未知な部分が多い非平衡現
象の謎を解いて世に送り出せば、知見を持っ
た人々が新たな研究や技術へと応用・発展
させてくれると期待しています」。

　塩井教授は専門である化学工学に馴染み
の薄かった非平衡科学を20年以上にわたっ
て独自に研究してきた。この研究成果に対す
る学術界からの反響は大きい。世界最大級の
学術団体であり、科学雑誌『Science』を出版
するアメリカ科学振興協会（AAAS）は運営
する国際研究広報サイト『EurekAlert!』で
塩井教授のグループによる「溶液中の反応
をエネルギー源として動き続ける粒子」の研
究を取り上げた。また、科学雑誌『Nature』
を出版するNature Publishing Groupは
日本語サイトで「水面上で集団運動する油
滴群」の研究を注目の論文として挙げてい
る。2017年3月には化学工学会より化学
工学会研究賞（玉置明善記念賞）を受賞す
るなど、研究は順調に進んでいるように見え
るが、直接的な応用が見えにくいため研究
費の申請が採択されにくいなどの苦労も多
いという。「すぐに何かの役に立たなくても
非平衡現象の豊かさを世界に発信し、一人
でも多くの人に関心を持ってもらいたいで
す。目先のことだけにとらわれずに研究者が

独自の夢を持って研究活動に取り組めば、
きっと独創的な研究が生まれるでしょう。そ
のような研究の創出こそが大学の役割だと
考えています」。
　産業現場には研究対象になりうる興味深
い非平衡現象がたくさん転がっている。それ
らの研究が時代を形作る科学へと発展する
可能性も高いと塩井教授は語る。人類の歴
史を振り返っても、革新的な科学技術が産
業から生み出されることも少なくない。たと
えば、18世紀に発明された蒸気機関の研
究は、エネルギー変換における不可逆性の
概念や、熱と仕事を同じものだと考えるエネ
ルギー保存の法則を生み出し、さまざまな
学問へと発展した。「私も産業現場に隠れた
非平衡現象を発見・観察することで、眠る
科学の種を見つけたいと常々感じています。
科学者の目による観察や企業の方との交流
はきっと新たなヒントへとつながるはずで
す」と塩井教授は産官学連携への強い意欲
を示した。非平衡科学の研究を通して、次代
を拓く科学の種をまこうとしている。

京都大学工学部化学工学科卒業、京都大学大学院工学研究科化学工学専攻修士課程。文部科学省在外研究
員や山形大学工学部助教授などを経て、現職に至る。非平衡科学やコロイド界面科学を専門とし、「時空間秩
序を生む化学システム」を研究テーマとする。化学工学分野では馴染みの薄かった非平衡現象について20年
以上にわたって先駆的な研究を行ったとして、2017年3月化学工学会より玉置明善記念賞を受賞した。
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生命と非生命の境界線を解き明かし、
新たな学問領域を切り拓く。

塩井 章久　理工学部 化学システム創成工学科 教授
しおい あきひさ

生きているとは何か。
問いの先に見えてきた
非平衡科学という学問。

産業現場に眠る
非平衡現象を見つけ出す
産官学連携の可能性。

水と油が層を保ったまま
自律的に液体が運動し続ける現象

図１ ベロウソフ・ジャボチンスキー反応写真１

写真1

神秘のベールに包まれた
非平衡現象の
メカニズム解明に奮闘。

反応物質の拡散源に自ら
集まる触媒粒子

図2

図1

図2
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反応物質の拡散源
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　スポーツ庁は2021 年までに成人の
週 1回以上のスポーツ実施率を65％程
度に引き上げる目標を掲げているが、
18歳から79歳の男女 2万人を対象と
した調査（2017 年 3月実施）では3人
に1人は「運動をしておらず、今後もする
つもりはない」と回答したと発表した。利
便性の向上や情報社会の進展、労働形
態の変化などによって便利で快適な生
活を送れるようになった一方で、運動へ
の意欲は弱まり、スポーツと無縁な生活
を送っている人が多い。しかし、運動が
生活習慣病の予防や身体機能の維持な
ど重要な役割を担うことは周知の事実
だ。渡邊助教は人々の明るく健康的な生
活をサポートするため、幅広い生活者が
手軽に実践できるトレーニング方法を
研究する。「アメリカンフットボール部に
所属していた大学時代、トレーニングは
パフォーマンスを向上させるだけでな
く、競技に打ち込む爽快感や達成感を助
長すると実感しました」とトレーニング
に関心を持ったきっかけを振り返る。ト
レーニングの研究と言っても渡邊助教
が取り組むのは、最大筋力の向上を目的
として筋肉に大きな負荷をかける一般的
な筋力トレーニングではない。「通常の
筋力トレーニングには設備や道具が必
要であり、高齢者への負担も大きいで
す。私は安全かつ効果的に鍛えることが
できる筋発揮張力維持スロー法（スロー
トレーニング）に着目して研究を進めて
おり、この知見を高齢者の介護予防に役
立てたいと考えています」。

　日本は言わずと知れた長寿大国だ。
2017年に発表された厚生労働省の簡易
生命表によると平均寿命は男性80.98歳、
女性87.14歳であり、2060年には男性
84.19歳、女性90.93歳にまで到達する
と予測されている。「長寿社会の実現は非
常に喜ばしいことです。しかし、加齢による
運動機能の低下は高齢者の生活を脅かす
危険を孕んでいます」と渡邊助教は警鐘を
鳴らす。2010年度国民生活基礎調査では
高齢者が要介護になる原因の35％は筋
肉・関節・骨に関わる問題だとされている。
　　   「科学的知見に基づいて人々の健康
に貢献できることこそ、スポーツ健康科学の
意義でしょう」。そう語る渡邊助教の研究グ
ループは、開発した介護予防プログラムの効
果を検証するため、京都府亀岡市で高齢者を
対象とした大規模な介入試験を実施。これに
は500名以上の市民（平均年齢74歳）が参
加した。プログラムの中心は運動で、自体重や
ゴムバンドを利用した自宅でも行えるエクサ
サイズにスロートレーニングを応用した。加え
て、歯科衛生士会や栄養士会と連携して口腔
ケアや栄養改善を併用するなど多角的なアプ
ローチを行った。「公民館などに集合して取り
組む教室型介入と自己管理の度合いが強い
自宅型介入の効果を検証した結果、同程度の
有効性を確認できました」。3ヵ月の短期介
入試験により、高齢者の筋肉量増加や身体機
能の改善を確認しているという。さらに、その

後の追跡調査では、介入試験に参加した高
齢者が要介護になるケースは少なく、介護関
連コストの抑制につながる結果を得ている。
なお、プログラムを多くの自治体で実施・展
開できるように「地域資源を活用した総合型
介護予防プログラム実施マニュアル　　　」
を整備。行政機関を通して京都府下に配布さ
れ、普及を促していく。「今後は高齢者に介護
予防プログラムを継続してもらう仕組み作り
にも注力していきたいです」と渡邊助教は新た
な課題の解決に向けての意欲を示した。渡邊
助教の取組みは、連携する自治体の行政サー
ビスを検証して有効性を確認した産官学連携
の成功例といえるだろう。

　骨格筋量は加齢とともに減少し、筋力が低
下していく。この現象は、ギリシャ語の肉を意
味する「サルコ」と喪失を意味する「ペニア」に
由来して「サルコペニア」と呼ばれている。「骨
格筋の機能は身体活動の基盤です。未曾有の
超高齢社会を迎えている日本ではサルコペニ
アへの対策が急務です」。サルコペニアでは筋
量の減少と同時に、骨格筋内の脂肪蓄積や筋
細胞外液量の増加など質的な変化が生じる。
サルコペニアを議論するうえで筋肉の質は重
要な要素だが、MRIなどの一般的な画像法を
用いた骨格筋量評価では筋内組成を考慮で
きない。そこで、渡邊助教は筋肉の質的要素
を評価するため、超音波を体の表面に当てて
体内の様子を非侵襲的に可視化する超音波

検査に着目。　　　「超音波画像の白っぽさ
を数値化した筋輝度から、筋肉内に蓄積され
た脂肪や結合組織などの様子を推定すること
が可能です」。渡邊助教はこれまでに1,400
人以上の筋輝度を独自に調査。さらに、対象
者の計測結果を長期間にわたって追跡調査
することで筋輝度の高低と要介護になる確率
の関連性を調べているという。「自立度や日常
生活の活動性が高い高齢者は下肢骨格筋の
量的・質的指標が優れていることが判明して
います」。この超音波検査を用いた骨格筋評
価はCTスキャンのような大規模な検査に比
べると、安価で手軽な検査が可能だ。先陣を
切って日本が経験する長寿大国ならではの課
題は今後、世界中の国々が経験するだろう。だ
からこそ、汎用性に長けたトレーニング法や筋
内組成評価法を研究する責務があると渡邊
助教は語った。現在、多くの日本人が80年以
上を自身の筋肉や関節とともに生活する時代
に突入している。私たちの意識を変え、単なる
趣味としてだけではなく、命や人生の豊かさと
密接に関わる問題として「運動」と向き合って
いく必要があるだろう。

高千穂大学商学部商学科卒業、東京大学大学院総合文化研究科広域科学専攻博士課程修了。応用健康科学
を専門とする。研究テーマは「高齢者に幅広く展開可能なサルコペニア予防法の開発」と「筋輝度を用いた筋内
組成評価法に関する研究」。京都府や亀岡市と連携して高齢者を対象とした大規模介入試験を実施している。
日本体力医学会や日本臨床スポーツ医学会、日本サルコペニア・フレイル学会などに所属する。
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高齢者が手軽に実践できる
低負荷トレーニングで介護予防を支援。

渡邊 裕也　スポーツ健康科学部 スポーツ健康科学科 助教
わたなべ ゆうや

3
研究者をたずねて

日々の運動が健やかな体と
豊かな生活を育む。
実践的なトレーニングは「スロー」。

高齢者の健康を支える
介護予防プログラムを開発。
追跡調査で驚異的な効果が判明。

超音波画像から筋輝度を算出して
筋肉の“質”を分析。CTスキャンより
安価で手軽な評価法を確立する。

写真1

写真2

図1

地域資源を活用した総合型介護予防
プログラム実施マニュアル

写真１

骨格筋内の様子を可視化する超音波画像診断装置写真22010年度国民生活基礎調査図1
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